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第⼀章 序論 
1.1 研究背景 

近年、海外の⼀部地区では ICT を利⽤し、スマートフォンアプリなどのイン
ターフェースを通じて⼀般乗⽤⾞、タクシー、乗合バスをはじめ、⾃転⾞、電動
バイク、電動スクターなどマイクロモビリティも含むシェア型モビリティサー
ビスが本格運⽤されはじめている1。情報技術の⾰新により、近い将来に⾃動運
転を応⽤した交通⼿段が現実となり、今後、さらなる新しいモビリティサービス
が続々登場すると予想されている2。これを受け、都市にある⾃家⽤⾞以外の全
ての交通⼿段を統合させ、⼀つの移動のサービスとして捉える統合型モビリテ
ィサービス“Mobility as a Service”、通称 MaaS（マース）という概念が登場し、
フィンランド・ヘルシンキの「Whim」3など、海外⼀部地区ではすでに本格運⽤
されている。 

 
⼀⽅、⽇本は現在、少⼦⾼齢化社会に突⼊し、⼈⼝が減少傾向にある。地⽅都

市では⼤都市圏の⼈⼝流出が続いており、公共交通⼿段の少ない地域ではラス
トマイル4や交通弱者5が問題となり、対策を必要とされている。しかしながら、
近年、“働き⽅改⾰”と情報技術の進展によるリモートワークの実⽤化と、“住環
境の質への追求”といった“住”と“職”に対する意識変化を受け、⼤都会ではなく
地⽅都市への移住希望者6が増える中、地⽅都市の⼈⼝を現状維持することも可
能と⾒込まれている。こうした状況の中、地⽅都市には市⺠の移動需要を柔軟に
対応できる新たな移動サービスが必要であり、MaaS はその対策の⼀つとして注
⽬を集めている。 

 

 
1 Li, Y. and Voege, T. (2017) Mobility as a Service (MaaS): Challenges of Implementation 

and Policy Required. Journal of Transportation Technologies, 7, 95-106.. 
2 Hensher, David. (2017). Future bus transport contracts under a mobility as a service 

(MaaS) regime in the digital age: Are they likely to change?. Transportation Research 
Part A: Policy and Practice. 98. 86-96. 

3 「Whim」: https://whimapp.com/ 
4 ラストワンマイルとは｜物流におけるラストワンマイルの必要性と課題 
 https://www.kantsu.com/ 
5 諸外国における公共交通政策について 

https://www.pref.niigata.lg.jp/uploaded/attachment/227738.pdf 
6 憧れの⽥舎暮らしはこんなに魅⼒的！⼈気の地⽅移住先ランキング 

https://www.glocaltimes.jp/5356 
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都市の中にある⾃動⾞と公共交通機関の利⽤は、都市構造に相関すると研究
によって表明されている7。これから登場する新たなモビリティーサービスに対
し、都市計画ではどう対応していくか、都市構造に関する研究も新しい“移動の
形”想定するが必要である。 

  

 
7 陳 鶴, 有賀 敏典, 松橋 啓介, メッシュ周辺⼈⼝集積度に基づいた乗⽤⾞ CO2 排出量の
推計, ⼟⽊学会論⽂集 D3（⼟⽊計画学）, 2018, 74 巻, 5 号, p. I_101-I_107 
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1.2 本論⽂の⽬的 
1.1 節では、⽇本都市における交通需要と今後登場を⾒込まれている新たな

モビリティサービスについて簡潔に述べた。このことを受け、⽇本の都市計画
と交通計画はこれからの新たなモビリティサービスにどう対応していくか、研
究によるエビデンスが必要である。 

 
つきまして、本研究は都市構造と次世代モビリティサービスを関係性につい

て、まずはライドシェアサービスの導⼊を仮定し、異なる⼈⼝分布シナリオに
おいてシミュレーションを⾏った。 

 
ファーストステップとして、ライドシェアサービスの導⼊効果が都市構造に

よる相違を検証し、ゆくゆくは多視点からの詳細な⼈⼝分布予測と、多様な交
通⼿段を考慮したシミュレーションを⾏い、最終的には今後の都市計画と交通
計画の政策決定にエビデンスを提供することを⽬的としている。 

 
  



 8 

1.3 本論⽂の構成 
本論⽂の構成を以下に⽰す。 

 
第⼆章では統合型モビリティを紹介し、海外の事例と⽇本にある実証実験を
述べつつ、実現に向けて⾃分なりの⾒解も述べる。 

 
第三章では、本研究が⾏うシミュレーションが想定しているライドシェアサ

ービス、シミュレーションのアルゴリズムなどについて述べる。 
 
第四章では、ケーススダティとして、宇都宮市の都市計画を紹介した後、シミ
ュレーションに使⽤した宇都宮市の仮想都市構造シナリオを述べる。その後に
シミュレーション結果をまとめる。 

 
第五章では、本論⽂全体をまとめつつ、今後の展望について述べる。 



第⼆章 次世代モビリティサービス 
1970年代から⾃家⽤⾞が爆発的に増加した結果、都市部では交通が混雑にな

り、エネルギー利⽤や⼤気汚染が社会問題となった。⽇本の地⽅都市では⼈⼝が
郊外へと分散し、都市のスプロールが問題となった。21 世紀になってからの⽇
本は、超⾼齢化時代の到来により⾼齢者運転事故の多発や交通弱者の増加が問
題となっている。 

 
いかに公共交通機関をより多くの市⺠に利⽤しやすい形で提供し、安全・快
適・便利な都市⽣活を⽀えるかは都市計画・交通計画の⻑年の課題である。さら
に、近年では環境問題・SDGs への対応が求められている。 

 
固定時刻・固定路線のような従来の公共交通機関は、そのサービスエリアにあ

る市⺠が恩恵を受けやすい⼀⽅、サービスエリアに含まれない市⺠にとっては
利⽤しにくく、都市全体の交通⼿段として効率がいいとは⾔い難い。 

 
⼀⽅、近年、海外の⼀部地区では ICT を利⽤し、スマートフォンアプリなど

のインターフェースを通じて⼀般乗⽤⾞、タクシー、乗合バスをはじめ、⾃転⾞、
電動バイク、電動スクターなどマイクロモビリティも含むシェア型モビリティ
サービスが本格運⽤されはじめている 2。 

 
また、情報技術の⾰新により、近い将来に⾃動運転を応⽤した交通⼿段が現実

となり、今後新たなモビリティサービスが続々登場すると予想されている。 
 
これらのモビリティサービスは、ICT を積極的に利⽤し、スマートフォンな

ど移動通信端末を通じて利⽤者の位置・⾏き先やその周辺の乗り物の利⽤状況
から利⽤者のニーズに合わせた移動サービスを提供するところは、従来の固定
時刻・固定路線の公共交通機関とは⼤きく異なり、次世代モビリティサービスを
呼ばれている。 

 
これを背景に、都市にある⾃家⽤⾞以外の全ての交通⼿段を統合させ、⼀つの

移動のサービスとして捉える統合型モビリティサービス“Mobility as a Service”、
通称 MaaS（マース）という概念が登場し、フィンランドのヘルシンキなど、海
外⼀部地区ではすでに本格運⽤されている。⽇本ではまだ実証実験の段階であ
るが、近いうちに運⽤開始を⾒込まれている。 
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2.1 統合型モビリティサービスの概要 
 “Mobility as a Service”（以下MaaS）は ICT を活⽤し、公共交通か否か、また
その運営主体に関わらず、⾃家⽤⾞以外の全ての交通⼿段による移動を⼀つの
サービスとして捉え、シームレスにつなぐ新たな「移動」の概念である8。 
 
 ヨーロッパの研究者は統合の度合いにより、図 2.1 に示すようにレベル分け
をしている9。“ 

図 2.1 MaaS のレベル分け（出典：露⽊ 伸宏, MaaS について） 
 
  

 
8 露⽊ 伸宏, MaaS（モビリティ・アズ・ア・サービス) について,  

国⼟交通政策研究所：https://www.mlit.go.jp/pri/kikanshi/pdf/2018/69_1.pdf 
9 Jana Sochor, Hans Arby, I.C. MariAnne Karlsson, Steven Sarasini, A topological approach 

to Mobility as a Service: A proposed tool for understanding requirements and effects, and 
for aiding the integration of societal goals, Research in Transportation Business & 
Management, Volume 27, 2018, Pages 3-14, ISSN 2210-5395 
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“シームレスな移動”10を提供することはレベル 3に相当し、MaaS を都市計画
に取り込んでプランニングすることはレベル 4に相当する。 

 
“シームレスな移動”を達成するためには、利⽤者の移動需要に応じて⼀つのイ

ンターフェースでその利⽤する全ての交通⼿段においてルートプランニング、
予約、⽀払を完了することが求められる。これにより、利⽤者は交通⼿段別に経
路検索と予約、決済をする煩雑がなくなり、「別々の」交通サービスではなく「⼀
つの」交通サービスを利⽤している感覚が与えられる。 

 
 

  

 
10 “シームレスな移動”：ここでは交通⼿段を変えるときに、⼿段別に経路検索・予約・決

済することなく利⽤できることを指す 
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2.2 MaaS の利⽤料⾦制度 
 MaaS の利⽤料⾦制度は、⽉間・年間定期のような期間が選べるサブスクリプ
ションタイプのほかに、都度払いや 1 ⽇乗⾞券のような短期間定額乗⾞券など
がある11。また、料⾦によって利⽤できる交通⼿段や乗⾞距離が異なるような多
様なサービスパッケージが⽤意されていることも特徴的である。決済には、現
⾦、クレジットカート、電⼦決済などがある。 

 
どの⽅式でサービスを提供するかは、対象利⽤者や地域の実情によって検討

する必要があり、これにより運営側のビジネスモデルも異なる12。サブスクリプ
ションモデルは、⽇常的に公共交通を利⽤するニーズが⾼いユーザーが多い地
域により適している⼀⽅、観光地など利⽤者が⼀時的に特定の地域を訪れ、短期
間で集中した移動ニーズが多い地域では、ONE―DAY PASS のような短期間定
額乗⾞券が適しているとされている。後者には地元の宿泊業者・観光事業等のサ
ービスと結びつけることで、経済的な相乗効果も期待されている。 

 
  

 
11 Daniela Arias-Molinares, Juan C. García-Palomares, The Ws of MaaS: Understanding 

mobility as a service fromaliterature review, IATSS Research, Volume 44, Issue 3, 2020, 
Pages 253-263, ISSN 0386-1112 

12 Kamargianni, Maria & Matyas, Melinda. (2017).  
The Business Ecosystem of Mobility-as-a-Service. 
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2.3 海外における統合型モビリティサービス 
 フィンランドのヘルシンキでは、2016年にベンチャー企業「MaaS Global」が
いち早く世界初の MaaS サービス「Whim」をはじめた。「Whim」はバスと電⾞
のほかに、タクシーや⾃転⾞シェアリングを統合し、スマホアプリを利⽤し、サ
ービスを提供している。利⽤者は毎⽉何⼗〜何百ユーロまで多様な料⾦プラン
から⾃⾝の需要にあったサービスパッケージを選ぶことができる。 
 
 ヘルシンキの Whim ユーザーの交通利⽤状況は、Whim サービス開始前では
公共交通が 48％、⾃家⽤⾞が 40％、⾃転⾞が 9％であったが、2016年のサービ
ス開始後は公共交通が 74％と⼤きく伸びたほか、それまであまりなかったタク
シーの利⽤が 5%に増加した⼀⽅で、⾃家⽤⾞は 20％に減少した13。 
  

 
13 楠⽥ 悦⼦, ⽇経電⼦版「MaaS に必要なエコシステムとは？ 先進フィンランドの教

え」: https://xtrend.nikkei.com/atcl/contents/feature/00041/00002/ 
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2.4 統合型モビリティーサービスの影響 
 MaaS の実現によって社会と個⼈への影響は図 2.2に⽰すように①都市・地域
の持続可能性の向上、②交通機関の効率化、③個⼈の利便性向上と予想される14。 
  

MaaS によって、個⼈にとっては多様な交通⼿段が⽤意され、移動がさらに⾃
由になる。また、⾃家⽤⾞の維持費の負担がなくなり 14,15、その他の⽀出に当て
る余裕が出る。 

 
社会にとって、⾃家⽤⾞の利⽤から公共交通利⽤への転換が促され、都市部で

は交通渋滞が減少し、また、⾃動⾞による排気ガスの減少により、⼤気汚染、温
室効果ガスの排出も抑えられると予想される。さらに、交通⼿段の少ない地⽅都
市では、交通弱者やラストマイル問題の対策として期待される。 

 
また、⾃動⾞の減少により駐⾞場に必要な⾯積が減り、緑地などに転⽤するこ

とも考えられる 14。MaaS の利⽤に伴って蓄積される交通データは、公共交通の
効率化や⽴地適正化に⽤いることも可能である。 

 
 ⼀⽅、MaaS を導⼊したことにより⾃動⾞交通量が増加し、環境に負の効果を
もたらす⾒解もあるが、現時点ではそれらの⾒解をサポートするエビデンスが
存在しない16。 

 
14 総務省 情報通信⽩書メールマガジン「M―ICTナウ」次世代の交通 MaaS 

https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/02tsushin02_04000045.html 
15 2017年の家計調査（統計局）によると、⼆⼈以上世帯・単⾝世帯における「⾃動⾞等
関係費（全国平均）」は年間で 201,222円 

16 Smith, Göran. (2020). Making Mobility-as-a-Service: Towards Governance Principles 
and Pathways. 
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図 2.2 MaaS の実現による影響（出典：総務省 情報通信⽩書メールマガジン 14） 
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2.5 統合型モビリティーサービスの実現に向けて 
MaaS 事業をいかに運営するか、そのビジネスモデルの知⾒はまだ浅い 16。

MaaS は新興な情報技術とモビリティテクノロジーを多く取り⼊れていて、実現
のためには官⺠双⽅から多くの事業者による連携が必要であるが、今まで連携
したことのない事業者主体が多くいることも、ビジネスモデルを検討する上で
難しさを増している。⽇本ではまだ実証実験の段階だが、フィンランドやドイツ
での MaaS の取り組みをまとめ、事業者の役割分担やビジネスモデルを分析し
ている報告が多国の政府機関で⾒られ、関連研究も続々発表されている 16,17。 

 
MaaS の利⽤を促すには、利⽤料⾦よりもサービスパッケージの内容が利⽤者

意向に影響を及ぼす点に注意すべきである17。つまり、単に公共交通機関の⽀払
いを統合させるだけでは現存の ICカードやスマートフォンを通じた電⼦決済と
の差別化がつかず、それよりも多様な交通⼿段と付加するサービスを対象地域
の実態に合わせて組み合わせた⽅が利⽤意向を向上させられる。 
 
  

 
17 Anna-Maria Feneri, Soora Rasouli & Harry J.P. Timmermans (2020) Modeling the effect 
of Mobility-as-a-Service on mode choice decisions, Transportation Letters 
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2.6 ⽇本における統合型モビリティサービスの実証実験 

⼩⽥急グループによる実証実験18,19 

 ⼩⽥急電鉄はその中期経営計画において、「次世代モビリティを活⽤したネ
ットワークの構築」を掲げ、⾃動運転バスの実⽤化に向けた取り組みのほか、
複数のモビリティや⽬的地での活動を検索から予約・決済まで、⼀つのサービ
スのようにシームレスに提供する MaaS の実現に向けた取り込みを推進してい
る。 
 
 ⼩⽥急電鉄の MaaS戦略は⼆つの軸を設けており、⼀つは上述したレベル 3
に相当する“シームレスな移動”を提供MaaS サービスで、「EMot」というアプ
リを開発し、図 2.1に⽰すように、実証実験を 2020年からはじめた。 
 
 また、図 2.2、図 2.3に⽰したように、「郊外型 MaaS」と「観光型 MaaS」
の実証実験をしている。 

 
図 2.1 ⼩⽥急が展開している MaaS実証実験（出典：⼩⽥急の MaaS取組み） 

  

 
18 ⼩⽥急電鉄と JR 東⽇本，東京都が公募した「MaaS の社会実装モデル構築に向けた実証実

験」に選定，〜町⽥市⼭崎団地周辺エリアにおける MaaS の実証実験を予定〜： 
https://www.odakyu.jp/news/o5oaa1000001tpag-att/o5oaa1000001tpan.pdf 

19 ⼩⽥急の MaaS取組み： 
 https://www.boj.or.jp/finsys/c_aft/data/aft210405a3.pdf 
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図 2.2 ⼩⽥急が展開している郊外型MaaS実証実験（出典：⼩⽥急の MaaS取組み） 

 

 
図 2.3 ⼩⽥急が展開している観光型MaaS実証実験（出典：⼩⽥急の MaaS取組み） 
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そのデータ基盤として、ヴァル研究所の⽀援のもと「MaaS Japan」を開発し
ている。「MaaS Japan」は図 2.4のように、鉄道やバス、タクシーなどの交通
データや各種フリーパス・商業施設での割引優待券をはじめとした電気チケッ
トの検索・予約・決済などの機能の提供に⽤いられる。また、「MaaS Japan」
は⼩⽥急電鉄が開発した MaaS アプリ「EMot」だけではなく、他の交通事業
者や⾃治体が開発する MaaS アプリにも活⽤されることが可能である。 

 
図 2.4 ⼩⽥急が開発した「MaaS Japan」データ基盤（出典：⼩⽥急の MaaS取組み） 
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JR による実証実験20 

 JR 東⽇本（東⽇本旅客鉄道株式会社）と JR ⻄⽇本（⻄⽇本旅客鉄道株式会
社）は 2020年 9 ⽉に相互に連携しながら MaaS の取り組みを進めていくこと
を発表した21。 
 
 図 2.5に⽰すように、JR 東⽇本は 2018年に発表した「変⾰ 2027」におい
て、検索・⼿配・決済の三つの機能を⼀つのインターフェースで提供する「モ
ビリティ・リンケージ・プラットフォーム（MLP）」の構築を掲げ、実証実験
に取り込んでいる。2019年から伊⾖エリア、新潟エリア、2020年から仙台エ
リア、群⾺エリアで機能の充実を図りながら観光型 MaaS の実証実験を断続的
に展開している。2021年から、東北 6県（⻘森・弘前エリア、秋⽥・男⿅エ
リア、⾓館エリア、⼀関・平泉エリア、仙台・宮城エリア、庄内エリア、置賜
エリア、会津エリア）で「TOHOKU MaaS」を実施してきた。また、2021年
に⾃治体や交通事業者に向けて新たに MaaS プラットフォーム「Tabi-
CONNECT」を稼働させた。 

 
図 2.5 JR東⽇本が開発した「モビリティ・リンケージ・プラットフォーム（MLP）」 

（出典：JR東⽇本「変⾰ 2027」） 
 

 
20 JR 東⽇本ニュース：MaaS の取組みにおける連携について

https://www.jreast.co.jp/press/2020/20200924_ho01.pdf 
 



 21 

 JR ⻄⽇本は 2019年から瀬⼾内エリアにおいて観光型 MaaS「setowa」の実
証実験をはじめ、関⻄の 7つの鉄道事業者により組織された「関⻄MaaS検討
会」に属し、2025年に開催される⼤阪・関⻄万博に向けて「関⻄地域におけ
る MaaS のあるべき将来像」「関⻄鉄道事業者間の連携を前提とした MaaS シ
ステムの構築」などについて共同で検討している 20。 
 



第三章 次世帯モビリティサービスのシミュレ
ーション 

3.1 導⼊する次世代モビリティサービスの概要 
 第⼆章で述べたように、海外の多くの地域にはすでにシェア型サービスが開始
されており、それを公共交通機関に統合させる動きがある。これを踏まえ、本研
究はまずライドシェアサービスの導⼊を想定した。導⼊するライドシェアサー
ビスは市内全域に対して、利⽤者がスマートフォンアプリを使⽤して運転者、ま
たは乗客として登録し、⼀般乗⽤⾞をシェアするような使い⽅を想定しており、
商⽤⾞やタクシーのシェアは想定していない。 
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3.2 シミュレーションの概要 
都市の中においての⾃動⾞トリップ（⾃家⽤⾞）のうち、シェアが可能なトリ
ップを抽出するライドシェアのシミュレーションプログラムを ArcGIS PRO 
Network Analysis の Pythonライブラリーを利⽤して作成した。 
 

シミュレーションは、仮想な⼈⼝分布それぞれに、トリップの到着地が①⾝近
な都市施設と②中⼼市街地の都市施設の 2 パターンの OD データセットでシミ
ュレーションを⾏った。 
 
導⼊効果を評価するため、導⼊前後の⾃動⾞トリップ数、⾃動⾞⾛⾏距離を算

出し、それぞれについてライドシェアサービスの導⼊による増減分と、⾃動⾞ト
リップの内シェア可能な割合を算出した。 
 

また、ライドシェア導⼊によるアクセシビリティを評価するため、それぞれの
OD ペアについて公共交通機関を利⽤した時の所要時間を算出した。公共交通
利⽤による所要時間が 30 分以上のODについて、⾃家⽤⾞利⽤による経路時間
とライドシェア利⽤による所⽤時間を算出し、⽐較した。 
 

本シミュレーションでは、⾃動⾞による経路検索、経路の距離と所要時間の算
出に ArcGIS Geo Suite 道路網 都府県版（栃⽊県）22を使⽤した。公共交通機
関の利⽤による経路検索、経路の距離と所要時間の算出は CSIS が Joras より提
供している拡張版全国デジタル道路地図データベース（2021年版）23とバス、鉄
道、LRT のGTFSデータを⽤いて宇都宮市の公共交通ネットワークを作成した。 
  

 
22 ArcGIS Geo Suite 道路網 都府県版（栃⽊県） 

https://www.esrij.com/products/data-content-geosuite-douromo/ 
23 住友電⼯製品 拡張版全国デジタル道路地図データベース 

https://biz.kkc.co.jp/data/geo/sumi_adf/ 
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3.3 交通需要の⽣成⽅法 
3.3.1 交通発⽣量 
仮想した⼈⼝分布の 100mメッシュ⼈⼝データ24に基づき、各⼈⼝分布に 1万

の交通需要を発⽣させた。出発点は 100m メッシュの中⼼点とした。シミュレ
ーションに使⽤する交通発⽣“Origin”は ArcGIS の Point Feature として、表 3.1
の属性を持つ： 

表 3.1 交通発⽣ Point Feature “Origin”の属性 
属性 説明 

Origin_ID ユニーク ID 
Destination_Code ⽬的施設のユニークコード 
Destination_Category ⽬的施設の種類 
Departure_Time 出発時刻 
Order_Time 注⽂時刻； 

出発時刻より 60分前から出発時刻までランダムで⽣成 
Pick_Up_Window_Start ピックアップウィンドウの開始時刻； 

{Departure_Time}の 5分前 
Pick_Up_Window_End ピックアップウィンドウの終了時刻； 

{Departure_Time}の 10分後 
Driving_Time ⽬的地まで⾃家⽤⾞利⽤による所⽤時間 
Distance ⽬的地まで⾃家⽤⾞利⽤による経路距離 
Public_Transit_Time ⽬的地まで公共交通利⽤による所⽤時間 
Origin_Point_X 出発地の X座標 
Origin_Point_Y 出発地の Y座標 
Destination_Point_X ⽬的地の X座標 
Destination_Point_Y ⽬的地の Y座標 
 

  

 
24 ⻄沢明、平成 27年簡易 100m メッシュ⼈⼝データ： 

https://home.csis.u-tokyo.ac.jp/~nishizawa/teikyo/index.html 
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{Departure_Time}はサービス利⽤可能時間帯において重み付きランダムで選
択した。重みは全国都市交通特性調査を参考にし、時間帯分布が表 3.2になる
ように設定した： 

表 3.2 交通発⽣ Point Feature “Origin”の時間帯分布 
時間帯 割合 

7:00~9:00 3 
6:00~23:00 6 
20:00~23:00 1 
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3.3.2 ⽬的地の選択⽅法 
⾝近な都市施設を利⽤する場合と、中⼼市街地の都市施設を利⽤する場合を

シミュレーションするため、宇都宮市内の都市施設データ25を使⽤し、以下⼆つ
の⽬的地選択⽅法を設定した： 

i. ⾝近な施設を利⽤する場合の⽬的地選択： 
施設の種類をランダムで選択し、同種の施設のうち、出発地に近いもの
を⽬的地と設定する 

ii. 中⼼市街地にある施設を利⽤する場合の⽬的地選択： 
都市拠点にある施設のうち、ランダムで⽬的地を設定する 

  

 
25 国⼟数値情報：医療、福祉、公共施設、⽂化施設、集客施設、都市公園（街区＆近隣を
除く）https://nlftp.mlit.go.jp/ksj/jpgis/jpgis_datalist.html 
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3.4 ArcGIS Pro で公共交通ネットワークデータセットの 

制作⽅法 
ArcGIS Pro では、GTFS データを読み込み、ArcGIS Pro で取り扱う Point 
Feature と Table に転換し、転換されたデータと道路ネットワークデータに基づ
いて公共交通ネットワークデータセットを作成するツールが⽤意されている。 

 
図 3.1今回作成した宇都宮市の公共交通ネットワークデータセットを⽰す。 

 

図 3.1 シミュレーションで利⽤した宇都宮市の公共交通ネットワーク 
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これを⾏うためには、図 3.2に⽰した通り、以下のステップがある26： 
1） 公共交通ネットワークデータセットが出⼒される Geodatabase を作成

し、さらにその中に Feature Dataset を作成する 
2） 作成した Feature Dataset に道路ネットワークデータを⼊れる 
3） ツールボックスで「GTFS To Public Transit Data Model」を開き、⽤意

した GTFSデータが⼊っているフォルダーを選択する。 
複数の公共交通機関による公共交通ネットワークデータセットを作成
する場合は、公共交通機関それぞれの GTFSデータが⼊っているフォル
ダーを⼀つ⼀つ選択する。 
このステップでは、⼊⼒した GTFS データに基づき作成された GTFS 
Tables、Feature Class “Stops”、 Feature Class “LineVariantElements”が
出⼒される。 

4） ツールボックスで「Connect Public Transit Data To Streets」を開き、道
路ネットワークが⼊っている Feature Dataset（最初に作成した Feature 
Dataset）を選択する。 
このステップでは「GTFS To Public Transit Data Model」で作成された
Feature Class “Stops”と道路ネットワークをつなげるための Feature 
Class “StopsOnStreets”、 Feature Class “StopConnectors”が出⼒される。 

5） 最初に作成した Geodatabase にステップ 2 で⽣成され GTFS Tables が
あり、作成した Feature Dataset に道路ネットワークと Feature Class ：
“Stops”、 “LineVariantElements”、“StopsOnStreets”、 “StopConnectors”
が⼊っていることを確認し、ツールボックスで「Create Network Dataset」
を開く。 
「Create Network Dataset」の出⼒フィーチャデータセットに最初に作
成した Feature Dataset を選択し、ツールを実⾏すれば、公共交通ネット
ワークデータセットが作成される。 

 

 
26 ArcGIS PRO 公共交通機関データを使⽤したネットワーク データセットの作成と使⽤

https://pro.arcgis.com/ja/pro-app/latest/help/analysis/networks/create-and-use-a-
network-dataset-with-public-transit-data.htm 
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図 3.2 ArcGIS Pro で公共交通ネットワークデータセットの作成⽅法 
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⽣成された公共交通ネットワークデータセットは、⼊⼒した GTFSデータの中
⾝によるが運⾏ダイヤル、平⽇・⼟⽇・休⽇など運休⽇情報を考慮した分析が
できる。例えば、ルート解析時に出発時刻を設定すれば、GTFSデータを参照
しその時刻の運⾏情報によって所⽤時間が計算される。到達圏解析やOD-Cost 
Matrix解析なども同様である。 
 
 また、⽣成した公共交通ネットワークデータセットの設定がやや煩雑である
が、Esri には⽤意された“Public Transit Network Dataset Template”があり、ホ
ームページからダウンロードできる。この場合、ステップ v で「Create Network 
Dataset」ではなく「Create Network Dataset From Template」を選択し、ダウン
ロードした“Public Transit Network Dataset Template”を⼊⼒すれば、⽣成され
た公共交通ネットワークデータセットの設定がやりやすくなる。ただし、テンプ
レートの利⽤は GTFS データと道路ネットワークデータの形式に留意しなけれ
ばならない。 
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3.5 ライドシェアシミュレーションプログラムの 

アルゴリズム 
ライドシェアのシミュレーションプログラムは ArcGIS PRO Network 
Analysis の Python ライブラリーを利⽤して作成した。図にアルゴリズムを⽰
す： 
1） ⼊⼒する交通発⽣ Point Feature を出発時刻の早い順に並び替える 
2） それぞれの交通発⽣に対し、出発時刻の早い順にODペアを作成する 
3） 経路距離が 1km 以上のODペアを抽出する 
4） ⼀つ⽬のODペアを運転ODと⾒做し、その経路を作成する 
5） 作成した運転 OD 経路の周辺 1km 以内にある Originと Destinationを
抽出する 

6） 割り出したOriginと Destinationのうち、以下のものだけを抽出： 
i. ODペア双⽅が含まれる 
ii. 運転ODの出発時刻が Pick-Up Window Endより早い 
7） 残ったODペアを乗客候補ODと⾒做す 
8） 運転 OD ペアの出発地から、乗客候補 OD ペアそれぞれの出発地に対

して、⾃動⾞による到着時刻を算出し、Pick_Up_Time とする 
9） 乗客候補ODペアの内、以下のものを残す： 

{Pick_Up_Window_Start} < {Pick_Up_Time} < {Pick_Up_Window_End} 
を満⾜する乗客候補 OD ペア 

10）残された乗客候補ODペアの内、注⽂時刻が⼀番早いものをこの運転 
ODの乗客とする 

11）4）〜10）を繰り返す 
 
 



第四章 宇都宮市を例とした仮想⼈⼝分布シナ
リオの作成 

4.1 宇都宮市の概要27 
宇都宮市は栃⽊県の中部に位置する中核市で、県庁所在地として県内の政治
経済の中⼼となっている。⾯積が 416.85km2、総⼈⼝が約 52万⼈で北関東最⼤
の都市である。 

 
宇都宮市は昭和 20年の空襲では市街地の⼤半を焼失したが、戦後いち早く戦
災復興⼟地区画整理を進め、宇都宮市域の拡⼤を伴い住⺠⼈⼝が激増し、全国で
もまれにみる復興をとげた。昭和 29年から 30年にかけて、隣接 1町 10か村を
合併編⼊し、都市基盤の整備を進め、近代的な商業都市としての基礎を整えた。
昭和 35年以降は、宇都宮⼯業団地や内陸では最⼤規模の清原⼯業団地等の造成
をはじめ、積極的に⼯業振興策を推進し、また昭和 59 年には、「宇都宮テクノ
ポリス」の地域指定を受け、⽣産基地から頭脳基地への脱⽪、産・学・住が有機
的に結ばれたまちづくりを進めてきた。 
 

 
 
  

 
27 宇都宮市の歩み 

https://www.city.utsunomiya.tochigi.jp/shisei/gaiyo/aramashi/1007463.html 
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4.2 宇都宮市の⼈⼝と世帯数28 
宇都宮市の⼈⼝は 1970 年の約 32 万から 2015 年に約 52 万⼈に増加してお

り、2005 年から 2015 年の間、栃⽊県の⼈⼝が減少傾向にあるが宇都宮市の⼈
⼝は依然増加傾向を続いている。また、1990 年から 2015 年の間に、昼間⼈⼝
と常住⼈⼝の双⽅が増え続けているが、昼間⼈⼝⽐率が 1995年から減少してい
る。 
 
世帯数は⼈⼝増加や核家族化の進⾏などにより、1970年の約 8 万 6千世帯か

ら 2015 年に約 21 万 7 千世帯に増加している。⼀世帯当たりの⼈員は 1970 年
の 3.76⼈/世帯から、2015年の 2.39⼈/世帯に減少している。 
 
総⼈⼝は 2018 年の約 52 万⼈をピークに減少に転じ、将来⼈⼝は 2050 年に
約 45 万⼈に減少すると⾒込まれている。世帯数は 2035 年の約 23 万世帯をピ
ークに 2050年では約 21.5世帯と 2015年と同じ⽔準になると⾒込まれている。
しかしながら、今後特殊出⽣率が 2.07まで上昇し、東京圏に対する転出超過が
解消されれば、総⼈⼝を 50 万⼈前後に維持することも可能と⾒込まれている。 
  

 
28 4.2, 4.3, 4.4, 4.5, 4.6章は宇都宮市第三次都市計画を参照し作成した 
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4.3 宇都宮市の都市構造 
宇都宮市は関東平野の北端に位置し、栃⽊県のほぼ中央に位置する。北⻄には

⽇光連⼭があり、市の北部には丘陵地帯が連なる。北部から東部にかけて⻤怒川
が貫流し、中央には⽥川が流れている。 

 
宇都宮市の都市構造は、⾼度な都市機能が集積した中⼼部を囲み、中⼼部から
放射状に伸びた道路や市内を巡る環状の道路網などで結ばれた古くから発展し
てきた地域から成り⽴っている。 

 
⼈⼝集中地区（DID）は 1970年には駅を中⼼にコンパクトにまとまっていた

が、その後、⼈⼝集中地区の⾯積増え続け、2005年から 2015年の 10年間で約
8％拡⼤していた。⼀⽅、DID⼈⼝密度は減少傾向にあり、市街地が薄まりつつ、
拡⼤傾向にある。 
 

⼈⼝密度は 1970年には市の中⼼部にある JR宇都宮駅や東武宇都宮駅周辺や
市の南⻄部に⼈⼝が集中していたが、現在ではDID全域に⼈⼝が広まっている。 

 
⼟地利⽤について、⼈⼝増加やモータリゼーションに伴い、市街地は 1976年

から 2014年の約 40年間で 4500ha から 11500ha へと約 2.5倍に拡⼤し、都市
機能が郊外へ分散して⽴地する⼀⽅、農地や緑地、森林は約 6000ha 減少してい
る。 
 
⼩売業の売場⾯積は、駅周辺や市街地の商業集積地においては、市全体に占め

る割合が 1997年から低下している。⼀⽅、郊外の幹線道路沿いには⼤規模な⼩
売店の出店が進んでおり、中には10000m2を超える⼤規模な⼩売店も⾒られる。 
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4.4 宇都宮市の交通整備状況 
宇都宮市の幹線道路の整備率は、2015年時点で、市全域に対して 68.2％、DID

に対し 60.1％である。⼀⽅、2015年における全⽬的の⾃動⾞分担率は約 70％で
あり、⾃動⾞利⽤の割合は増加傾向にある。 

 
市内の鉄道は JR宇都宮線・⽇光線、東武鉄道宇都宮線が運⾏しており、宇

都宮駅には東北新幹線が通っている。バス路線網は市の中⼼部から市内各地に
放射状に広がり、主に関東⾃動⾞が運営している。 

 
また、2023年には芳賀・宇都宮 LRT の開通を予定しており、宇都宮ライト
レール株式会社により運営される予定である。LRT の路線は現在、市中⼼部か
ら東⽅⾯に伸び、市外にある芳賀郡芳賀町の芳賀・⾼根沢⼯業団地までを優先
整備区間として予定しており、開通後、さらに市の⻄側に路線を整備する予定
となっている。 

 
バスと鉄道の利⽤者は 1995年から 2010年にかけて減少していたが、近年は

増加傾向にある。しかし、公共交通空⽩地域や不便地域が存在し、約 28％の市
⺠が居住している。また、60⼈/ha 以上の⼈⼝密度が⾼い地域においても、公
共交通機関が利⽤しにくい地域が存在する。 
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4.5 宇都宮市の都市計画 

「ネットワーク型コンパクトシティ」 
宇都宮市はその第三次都市計画マスタープランにおいて、広域的役割等を踏

まえ、⼈⼝減少や少⼦・超⾼齢化社会に対応した都市の姿として、「ネットワー
ク型コンパクトシティの実現」を都市づくりの理念としている。 
 
宇都宮市の都市構造は、⾼度な都市機能が集積した中⼼部と、それを囲み中⼼

部から放射状に伸びた道路や市内を巡る環状の道路網などで結ばれた古くから
発展してきた地域から成り⽴っている。このことを踏まえ、中⼼部への⼀極集中
ではなく、中⼼市街地を核としながら、各地域の特性を踏まえた各種拠点を形成
するとともに、階層性を持った交通ネットワークによって拠点間の連携・補完を
図り、各拠点が役割を補完し合う多極型「ネットワーク型コンパクトシティ」を
⽬指している。 
 
計画としては、市内の各地域に⾝近な拠点を定め、拠点に都市の⽣活を⽀える

機能を誘導・充実するとともに、都市構造の⾻格として拠点間の機能連携・補完
や他県域との広域的連携を図る交通ネットワークを形成・強化する。居住を拠点
や公共交通沿線などに誘導・集約することなどにより、郊外に広がる⾃然環境と
の調和を図りながら、市⺠⽣活に必要な機能の充⾜と、都市としての価値・活⼒
を⾼められる持続可能な「ネットワーク型コンパクトシティ」を実現しようとし
ている。 
 

⽬標として 1）便利で暮らしやすく快適に住み続けられる都市、2）都市や地
域飲み⼒・活⼒を創造し続けられる都市、3）地域経済の好循環を創出する産業
の発展を⽀える都市、4）公共安全などにより安全・快適で⾃由に移動できる都
市、5）農林や森林などの緑豊か⾃然と市街地が調和した都市、6）環境にやさし
く災害に強い持続可能で効率的な都市が挙げられている。 
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4.6 宇都宮市の拠点形成計画 
 
宇都宮市は地域特性に応じて以下の拠点形成を計画している： 
 
① 都市拠点： 

 
商業・業務機能や⾏政機能、交流機能をはじめとした多様な機能が集積するな

ど、広域都市圏の中核として都市の活⼒や競争⼒を牽引し、中枢性や広域性を備
えた中⼼市街地とその周辺を「都市拠点」として位置づける。 

 
 都市拠点では、⽇常⽣活圏域を超えた広範な地域を対象と専⾨的な医療・福祉
機能や、全市的・広域的な交流や賑わいを創出する商業・業務、教育・⽂化機能、
⾝近な⽣活サービス機能等の誘導・集積など、複合的で⾼度な⼟地利⽤を促進
し、歴史・⽂化を踏まえた⾵格と魅⼒ある都市空間の形成や、多様なニーズに応
じた⽣活環境の形成、⼈と環境にやさしい交通環境の整備などにより、広域的に
⼈、モノ、情報が集積・交流する都市の顔となるまちづくりを⾏う。 
 
② 地域拠点： 

 
 地域の成り⽴ちや歴史的なつながり・⼀体性などを踏まえ、公共交通の結節点
である鉄道駅や主要な幹線道路等の結節点、地域におけるコミュニティ施設等
を各拠点の中⼼の⽬安として、市内 14箇所を「地域拠点」として位置付けます。 
 
 地域拠点では、⽇常⽣活に密着した商業機能、⾦融機能、医療機能等都市機能
の誘導・集積とともに、基幹公共交通や幹線バス路線との交通結節機能の維持・
強化等により、交通の利便性を⾼めるなど、⾃⽴性の⾼い地域の「顔」となる拠
点を形成する。 
 
③ 産業拠点： 

 
 ものづくり産業等の集積を促進する、清原⼯業団地、宇都宮⼯業団地、瑞穂野
⼯業団地や、河内⼯業団地、河内中⼩⼯場団地及びそれらの周辺の産業集積地、
テクノポリス計画の⼀環として整備されたテクノポリスセンター地区、インタ
ーパーク地区において、地域特性や周辺環境と調和した「産業拠点」の形成を図
る。 
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④ 観光拠点： 
 

 宇都宮市⼤⾕周辺地域を「観光拠点」に位置付ける。観光拠点では、⼤⾕地域
の資源を活かし、観光業、⼤⾕⽯産業、農業等の活性化と地域振興を図り、⼤⾕
周辺地域が⼀体となった回遊性の向上による周遊の促進など、魅⼒と特⾊ある
観光拠点の創出を⽬指す。 
 
 また、公共交通の利便性を確保するとともに、インターチェンジによる⾃動⾞
でのアクセス性に優れた拠点の形成を図る。 

 
⑤ 交通結節点周辺： 

 
 鉄道や LRT のトランジットセンターなどの交通結節点である、鶴⽥駅、南宇
都宮駅や LRT の（仮称）ベルモール前停留場及び（仮称）平出町停留場の各周
辺は、⽴地状況や地域特性を活かした交流促進や地域活性化等につながるよう、
「交通結節点周辺」に位置付け、地域拠点等の考え⽅に準じて拠点化を促進す
る。 
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4.7 シミュレーションにおける宇都宮市の 

仮想都市構造シナリオ 
宇都宮市内において、⼈⼝が他地域に移住するするシナリオをいくつか仮定

し、100mメッシュ将来⼈⼝推計データ 24を⽤いて仮想⼈⼝分布を ArcGIS Pro
を利⽤し作成した。 

 
⼈⼝が増減する区域は、宇都宮市の都市マスタープラン及び⽴地適正計画を
参照し、市街化区域にある都市拠点、居住誘導区域と居住誘導区域にある地域拠
点、市街化調整区域と市街化調整区域にある地域拠点と仮定した。 

 
仮想⼈⼝移動シナリオと⼈⼝が増減する区域は表 4.1 に⽰した。「Scenario 
2040」は宇都宮市の 2040年の推計⼈⼝分布で、これを基に Scenario 2〜7、計
６つの仮想⼈⼝移動シナリオを作成した。 

 
また、途中経過をシミュレーションするため、移住する⼈⼝数は、シナリオに

よって⼈⼝が増加⼜は減少する区域の変化前の⼈⼝数の１割〜５割と設定した。
移動する⼈⼝の内訳は表 4.2に⽰した。図 4.1はそれらの⼈⼝分布を 1kmメッ
シュに⽰した図である。 
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表 4.1 シミュレーションに使⽤した宇都宮市の仮想都市構造 

 
  

 説明 ⼈⼝が増加する区域 ⼈⼝が減少する区域 

Scenario 2040 2040年の 
推計⼈⼝分布 

  

Scenario 2 居住誘導区域に⼈⼝が移
住（市街地集約型） 

居住誘導区域 居住誘導区域以外の
市街化区域、 
市街化調整区域 

Scenario 3 居住誘導区域の地域拠点
に⼈⼝が集中 
（市街地多拠点集約型） 

都市拠点、 
居住誘導区域と居住
誘導区域にある地域
拠点 

居住誘導区域以外の
市街化区域、 
市街化調整区域 

Scenario 4 全市の地域拠点の⼈⼝が
増加 
（多拠点集約型） 

都市拠点、 
全市の地域拠点 

都市拠点と地域拠点
以外の市街化区域と
市街化調整区域 

Scenario 5 全市の地域拠点に⼈⼝が
集中 
（多拠点集約型） 

都市拠点、 
全市の地域拠点 

都市拠点と地域拠点
以外の市街化区域と
市街化調整区域 

Scenario 6 居住誘導区域の⼈⼝が減
少し、それ以外の区域に
流出、都市スプロール 
（全市分散型） 

居住誘導区域以外の
市街化区域、 
市街化調整区域 

居住誘導区域 

Scenario 7 市街化調整区域の地域拠
点に⼈⼝が集約 
（多拠点集約型） 

市街化調整区域にあ
る地域拠点 

市街化区域、 
地域拠点以外の市街
化調整区域 
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表 4.2 各⼈⼝分布の詳細な地域⼈⼝の統計 

シナリオ コード 
総⼈⼝数 
(2040年

推計) 

居住誘導区域 
市街化調整区域の

地域拠点 全体 
都市拠点
＆ 

地域拠点 
Scenario 

2040 
2040 

430460 

225667 86513 8089 

Scenario 2 

S2P1 248234 95071 7851 

S2P2 270801 103714 6879 

S2P3 293367 112357 5907 

S2P4 315934 121000 4934 

S2P5 338501 129642 3962 

Scenario 3 

S3P1 281171 114085 6432 

S3P2 291542 124457 5985 

S3P3 301914 134828 5538 

S3P4 312285 145199 5092 

S3P5 322657 155571 4645 

Scenario 4 

S4P1 230722 95168 9800 

S4P2 234961 103815 10691 

S4P3 239653 112466 11582 

S4P4 244343 121118 12473 

S4P5 249054 129789 13364 

Scenario 5 

S5P1 243435 104280 10739 

S5P2 261202 122047 12569 

S5P3 278970 139815 14399 

S5P4 296738 157583 16229 

S5P5 314505 175350 18058 

Scenario 6 

S6P1 203101 77861 9796 

S6P2 180534 69210 10768 

S6P3 157967 60559 11741 

S6P4 135400 51908 12713 

S6P5 112834 43256 13685 
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Scenario 7 

S7P1 

430460 

203101 77861 31478 

S7P2 180534 69210 54045 

S7P3 157967 60559 76613 

S7P4 135400 51908 99181 

S7P5 112834 43256 121749 
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図 4.1 各シナリオの 1km メッシュ⼈⼝分布  
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表 4.3に各シナリオの居住誘導区域の⼈⼝の割合と総⼈⼝に対する拠点の⼈
⼝の割合を⽰した。以下“総⼈⼝に対する居住誘導区域の⼈⼝の割合”を“居住誘
導区域⼈⼝集中率”、“総⼈⼝に対する拠点の⼈⼝の割合”を“拠点⼈⼝集中率”と
する。 

 
図 4.2 のグラフは表 4.3 に基づいて作成した。これは“居住誘導区域⼈⼝集中
率”を横軸に、“拠点⼈⼝集中率”を縦軸にし、各仮想シナリオの⼈⼝がどれくら
い居住誘導区域と拠点に集約しているのかを表したグラフである。このグラフ
では右に⾏くほど⼈⼝が居住誘導区域に集約し、また、上に⾏くほど⼈⼝が拠点
に集約する。 

 
Scenario 2040を始点とすると、Scenario 2〜7の６つの仮想シナ Scenario 2〜
7リオが放射状に広かる。これは、６つの仮想シナリオが 2040年の推計⼈⼝分
布から、⼈⼝が居住誘導区域⼜は拠点に集約するとそれらの区域から分散する
ことを表している。 

 
始点の Scenario 2040の居住誘導区域⼈⼝集中率は 52.42％、拠点⼈⼝集中率

は 22.17％であり、グラフの真ん中辺りに位置する。Scenario 2~5は⼈⼝が居住
誘導区域⼜は拠点に集約するシナリオで、Scenario 6〜7は⼈⼝が居住誘導区域
から分散するシナリオである。 

図 4.2 シナリオごと⼈⼝集約度のグラフ 
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集約シナリオ 
 
Scenario 2は⼈⼝が居住誘導区域全体に集約するシナリオで、居住誘導区域⼈

⼝集中率は全シナリオの中で⼀番⾼いが、拠点⼈⼝集中率は集約シナリオ中⼀
番低いものである。 

 
Scenario 3は⼈⼝が居住誘導区域の拠点に集約するシナリオで、居住誘導区域

⼈⼝集中率は全仮想シナリオの中で、Scenario 2に続いて 2番となっているが、
拠点⼈⼝集中率は Scenario 2より⾼い。 

 
Scenario 4は全市の拠点の⼈⼝をその元⼈⼝の 1〜5割増加させたもので、変

化した⼈⼝数が拠点⼈⼝集中率中最も少ない。このことから、居住誘導区域⼈⼝
集中率も拠点⼈⼝集中率も Scenario 2040より⾼くなっているものの、それほど
変化が⼤きくない。 

 
Scenario 5 は Scenario 4 と同じく全市の拠点の⼈⼝を増加させたものだが、

Scenario 5は拠点以外の区域の⼈⼝を 1〜5割減らし、その分を拠点に分配した
シナリオである。このことから、Scenario 5は Scenario 4よりも変化が⼤きく、
全仮想シナリオの中で拠点⼈⼝集中率が⼀番⾼いものである。 

 
 
分散シナリオ 
 
Scenario 6は居住誘導区域の⼈⼝を減らし、その減少した⼈⼝をそれ以外の区

域に分配したもので、都市スプロールを表したシナリオである。居住誘導区域⼈
⼝集中率と拠点⼈⼝集中率はともに Scenario 2040より低下し、図 4.2のグラフ
で⾒ると始点からだんだん左下に進んでいることがわかる。 

 
Scenario 7も居住誘導区域の⼈⼝を減らしているが、Scenario 6と違い、その

減少分を市街化調整区域の拠点に分配している。図 4.2のグラフを⾒ると、居住
誘導区域⼈⼝集中率は始点より低くなるが、拠点⼈⼝集中率は始点より⾼くな
り、だんだん左上に進んでいることがわかる。Scenario 6が都市スプロールを表
しているなら、Scenario 7は⼈⼝が中⼼市街地から流出し、郊外の拠点に集約し
ているシナリオである。 
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表 4.3 各シナリオの総⼈⼝に対する拠点の⼈⼝の割合と居住誘導区域の⼈⼝の割合 
シナリオ コード 総⼈⼝に対し 

居住誘導区域の⼈⼝の割合 
総⼈⼝に対し 
拠点の⼈⼝の割合 

Scenario 2040 2040 52.42 22.17 

Scenario 2 S2P1 57.67 23.91 

S2P2 62.91 25.69 

S2P3 68.15 27.47 

S2P4 73.39 29.26 

S2P5 78.64 31.04 

Scenario 3 S3P1 65.32 28.00 

S3P2 67.73 30.30 

S3P3 70.14 32.61 

S3P4 72.55 34.91 

S3P5 74.96 37.22 

Scenario 4 S4P1 53.60 24.38 

S4P2 54.58 26.60 

S4P3 55.67 28.82 

S4P4 56.76 31.03 

S4P5 57.85 33.25 

Scenario 5 S5P1 56.54 26.71 

S5P2 60.67 31.27 

S5P3 64.79 35.82 

S5P4 68.92 40.37 

S5P5 73.05 44.92 

Scenario 6 S6P1 47.18 20.36 

S6P2 41.94 18.58 

S6P3 36.70 16.80 

S6P4 31.45 15.01 

S6P5 26.21 13.23 
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Scenario 7 S7P1 47.17 25.40 

S7P2 41.93 28.63 

S7P3 36.69 31.86 

S7P4 31.45 35.09 

S7P5 26.21 38.32 
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第五章 宇都宮市を例としたライドシェア 
サービスのシミュレーション結果 

5.1 ⾃動⾞利⽤率と⾃動⾞総⾛⾏距離 
図 5.1〜5.4 に⽰す通り、居住誘導区域⼈⼝集中率を横軸にすると、ライドシ

ェアサービスの導⼊前後において、⾃動⾞利⽤率と⾃動⾞総⾛⾏距離は両⽅と
も居住誘導区域⼈⼝集中率が⾼くなるほど低減する。⾝近な施設を⽬的地とす
るパターンと中⼼市街地の施設を⽬的地とするパターンの両⽅とも同じ傾向で
ある。 

 
居住誘導区域⼈⼝集中率が Scenario 2040 より低い Scenario 6 と Scenario 7

の⼈⼝分散シナリオは、図 5.1〜5.4 のグラフにおいて Scenario 2040 の左側に
位置し、Scenario2〜5の⼈⼝集約シナリオは Scenario 2040の右側に位置する。 

 
これらのグラフを⾒ると、ライドシェアサービスの導⼊前後において⾃動⾞

利⽤率と⾃動⾞総⾛⾏距離は、将来推計⼈⼝分布の Scenario 2040よりも⼈⼝が
居住誘導区域に集約すると減少し、居住誘導区域から分散すると増加する。 

 
これは、⼈⼝が集約すればするほど⾃動⾞利⽤率が低減し、⾃動⾞総⾛⾏距離

が低減するという既存研究の結論と合致しており、ライドシェアサービス導⼊
後も同じ傾向であることを⽰している。 
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図 5.1 ライドシェアサービス導⼊前の⾃動⾞利⽤率 

 
 

 
図 5.2 ライドシェアサービス導⼊後の⾃動⾞利⽤率 
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図 5.3 ライドシェアサービス導⼊前の⾃動⾞総⾛⾏距離（km） 

 
 

 
図 5.4 ライドシェアサービス導⼊後の⾃動⾞総⾛⾏距離（km） 
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5.2 ライドシェアサービスの導⼊による⾃動⾞⾛⾏距離 

の削減 
図 5.5 に⽰した通り、ライドシェアサービスの導⼊による⾃動⾞⾛⾏距離の
削減は居住誘導区域⼈⼝集中率が⾼いほど⼤きい傾向となっていて、⼈⼝が居
住誘導区域に集約した⽅が導⼊効果が⼤きいことを⽰唆している。 

 
これも⾝近な施設を⽬的地とするパターンと中⼼市街地の施設を⽬的地とす

るパターンの両⽅とも同じ傾向であるが、注意しなければならないのが、⾝近な
施設を⽬的地とするパターンのシミュレーションにおいて、居住誘導区域⼈⼝
集中率が Scenario 2040よりも低い時、導⼊による⾃動⾞⾛⾏距離の減少分は負
となり、導⼊することで⾃動⾞⾛⾏距離が増えることを意味している。 

 

 
図 5.5 ライドシェアサービス導⼊による⾃動⾞⾛⾏距離の減少（km） 
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5.3 シェア率 
図 5.6 にシェア率と居住誘導区域⼈⼝集中率の相関を⽰した。グラフが⽰す

通り、シェア率と居住誘導区域⼈⼝集中率の相関は⾝近な施設を⽬的地とする
パターンと中⼼市街地を⽬的地とするパターンで傾向が真逆となる。 

 
中⼼市街地を⽬的地とするパターンでは、居住誘導区域⼈⼝集中率が⾼くな

るにつれてシェア率も上昇する。これに対し、⾝近な施設を⽬的地とするパター
ンでは居住誘導区域⼈⼝集中率が⾼くなるにつれシェア率が低下する。これは、
⼆つの⽬的地選択パターンでは、⾃動⾞利⽤ OD の経路の重なりが異なること
が原因と考えられる。 

 
⾝近な施設を⽬的地とするパターンでは、中⼼市街地を⽬的地とするパター

ンに⽐べ、⾃動⾞利⽤ODの経路が短く、分散しているので、重なりが少ない。
⼀⽅、⾝近な施設を⽬的地とするパターンに⽐べ、中⼼市街地を⽬的地とするパ
ターンでは⾃動⾞利⽤ OD の経路が⻑く、⽬的地も中⼼市街地に集中している
ため⾃動⾞利⽤ ODの経路がより重なると考えられる。⾃動⾞利⽤ ODの経路
が⻑いと、幹線道路を利⽤する割合が上昇する傾向があり、これも経路の重なり
度合いを増⻑していると考えられる。⼈⼝が居住誘導区域に集中することは、す
なわち、出発地が集約することなので、居住誘導区域⼈⼝集中率が⾼くなるにつ
れ、さらに⾃動⾞利⽤ OD の経路が重なるようになり、利⽤率が上昇すると考
えられる。 

 
図 5.6 シェア率と居住誘導区域⼈⼝集中率の相関  
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5.4 考察 
今回のシミュレーションではライドシェアサービスの導⼊前後において、居

住誘導区域⼈⼝集約率が⾼いほど⾃動⾞利⽤率と⾃動⾞総⾛⾏距離が低減し、
また導⼊による⾃動⾞⾛⾏距離の削減が⼤きいことがわかった。 

 
これらの傾向は図 5.1〜5.4 からわかるように概ね線形で、全シナリオにおい

て同様であり、総じて居住誘導区域に⼈⼝を集約した⽅が望ましいと⾔えよう。 
 
しかし、図 5.7、図 5.8 に⽰したように、拠点⼈⼝集約率を横軸にした場合、

シナリオごとでは概ね拠点⼈⼝集中率が⾼いほど導⼊効果が良いように⾒える
が、バラツキが⼤きく、全体的に⾒た時⼀概にその結論と⾔えない。また、市街
化調整区域の拠点に⼈⼝が集中する Scenario 7 については他のシナリオと逆の
傾向を⽰している。 

 
これは、今回の仮想⼈⼝分布が単純に⼀極集中か郊外分散かではなく、全市に

ある複数の拠点に集約するか⼜はその他の区域に分散するかというやや複雑な
⼈⼝分布であることから、例えば、某時間帯において⾃動⾞経路の重なり度合い
のような、さらなる空間的・時間的分析が必要と思われる。 
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図 5.7 ライドシェアサービス導⼊後の⾃動⾞総⾛⾏距離 

（⾝近な施設を⽬的地とする場合） 
 

 

 
図 5.8 ライドシェアサービス導⼊後の⾃動⾞総⾛⾏距離 

（中⼼市街地の施設を⽬的地とする場合） 

 



第六章 終わりに 
6.1 まとめ 

本研究は次世代モビリティサービスの運⽤開始を⾒込み、その導⼊効果と都
市構造の関係性についてシミュレーションによる考察を⾏った。 

 
ケーススダディとして、宇都宮市の都市構造を参考し、仮想な⼈⼝分布を作成

した。シミュレーションは ArcGIS Pro の Pythonライブラリーを利⽤し作成し
た。 

 
結果として、まず⾃動⾞利⽤率と⾃動⾞総⾛⾏距離は⼈⼝が居住誘導区域に

集約すればするほど低減するという既存研究と同じ結果を得られた。これらに
ついては、ライドシェアサービス導⼊後でも同じ傾向を⽰している。 

 
次に、ライドシェアサービスの導⼊効果は都市構造による違いがあることが
確認された。全体的に導⼊による⾃動⾞⾛⾏距離の削減分は居住誘導区域⼈⼝
集約率が⾼いほど⼤きくなり、総じて、居住誘導区域に⼈⼝を集約させた⽅が導
⼊効果が⼤きいことを⽰唆している。 

 
シェア率と居住誘導区域⼈⼝集中率の相関は、⾝近な施設を⽬的地とするパ

ターンと中⼼市街地を⽬的地とするパターンでは傾向が真逆となり、これは導
⼊効果と拠点⼈⼝集約率の相関と合わせ、更なる空間的・時間的分析が必要と思
われる。 
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6.2 今後の展望 
今回、⼈⼝が中⼼市街地、拠点、または郊外に移住する状況を想定し、仮想

な⼈⼝分布を作成したが、中には現実的に起こりにくいシナリオもあると思わ
れる。今後はまず、⼈⼝分布の予測を多様な⾓度から⾏い、より現実的に起き
る可能性が⾼いシナリオを絞り、詳細に分析を重なることが必要と思われる。 

 
シミュレーションについて、今回のアルゴリズムでは乗客がいる場合、運転
ODは最初の出発点から乗客の居場所に向かうため、結果としてシェア後の⾃
動⾞総⾛⾏距離が実際の状況より⾼くなっていると思われる。また、シミュレ
ーションに利⽤したダミーデータはとてもシンプルであり、現実的な状況を⼗
分反映しているとは到底⾔えない。次は、アルゴリズムの改善と同時に、より
詳細な交通データを利⽤し、利⽤者の交通⾏動モデリングを⾏い、多様な交通
⼿段を考慮した、より現実的な状況を反映できるエージェントベースのシミュ
レーションを⾏いたい。 

 
今回はケーススダディの対象とした宇都宮市は「多拠点ネットワーク型コン
パクトシティ」を計画しており、国⼟交通省が推奨している⽇本の地⽅都市の
将来像を最も反映したものとは⾔え、他都市の⼀般的なコンパクトシティ計画
よりはやや複雑である。シミュレーションの結果として、総じて居住誘導区域
に⼈⼝を集約させた⽅が望ましいという結論は他都市へ当てはまる部分がある
と思われるものの、シミュレーション結果の⼀般性を調べるためにも、さらに
他都市を対象としたシミュレーションを⾏いたい。 
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付録  
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